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令和8年度 令和7年度 比　　較 増減率

194億2,200万円 212億7,100万円 △ 18億4,900万円 △ 8.7％

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 34億1,500万円 34億6,400万円 △ 4,900万円 △ 1.4％

後期高齢者医療特別会計 7億4,150万円 6億380万円 1億3,770万円 22.8％

介 護 保 険 特 別 会 計 43億9,840万円 43億4,560万円 5,280万円 1.2％

吉 久 工 業 団 地 特 別 会 計 14億2,500万円 4億3,640万円 9億8,860万円 226.5％

計 99億7,990万円 88億4,980万円 11億3,010万円 12.8％

水 道 事 業 会 計 20億8,416万円 18億541万円 2億7,875万円 15.4％

下 水 道 事 業 会 計 18億1,653万円 17億910万円 1億743万円 6.3％

計 39億69万円 35億1,451万円 3億8,618万円 11.0％

333億259万円 336億3,531万円 △ 3億3,272万円 △ 1.0％

　＊万円単位で四捨五入し調整しているため、合計が合致しない場合があります。
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会計別当初予算額の推移 R4 R5 R6 R7 R8

市 税

42.4億円

21.9%

使用料・

繰入金等

25.0億円

12.8%

地方交付税

50.7億円

26.1%

市 債

16.3億円

8.4%

地方消費

税交付金

11.8億円

6.1%

その他

4.6億円 2.5%

自主財源

34.7%

依存財源

65.3%

歳入

194億2,200万円

県支出金

15.7億円

8.1%

国庫支出金

27.7億円

14.2%
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民生費

76.3億円

39.3%

教育費

22.4億円

11.5%

衛生費

20.8億円

10.7%

公債費

15.2億円

7.8%

土木費

22.8億円

11.8%

総務費

16.6億円

8.6%

農林水産業費

6.9億円 3.6%消防費

8.6億円

4.4%

その他

4.6億円 2.3%

目的別歳出

194億2,200万円

人件費

41.5億円

21.4%

扶助費

36.1億円

18.6%

公債費

15.2億円

7.8%

補助費等

23.5億円

12.1%

物件費

34.5億円

17.8%

繰出金

12.2億円

6.3%

その他

9.2億円 4.7%

普通建設

事業費等

22.0億円

11.3%

義務的

経費

47.8%

その他

の経費

40.9%

性質別歳出

194億2,200万円

投資的

経費

11.3％
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区    分 令和8年度

医療給付費分

①所得割 9.50%

②均等割 １人　（年間） 26,500円

③平等割 １世帯（年間） 18,400円

課税限度額 １世帯（年間） 67万円

後期高齢者
支援金等分

①所得割 3.00%

②均等割 １人　（年間） 10,700円

③平等割 １世帯（年間） 6,900円

課税限度額 １世帯（年間） 26万円

③平等割 １世帯（年間） 5,500円

課税限度額 １世帯（年間） 17万円

介    護
納付金分

※40～64歳

①所得割 2.80%

②均等割 １人　（年間） 10,900円

③18歳以上被保険者均等割

　　　 １人　（年間）
20円

④平等割 １世帯（年間） 700円

課税限度額 １世帯（年間） 3万円

子ども・子育て
支援納付金分

※②について、
18歳以下の被保
険者は10割軽減

①所得割 0.22%

②均等割 １人　（年間） 1,000円
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歳 入
44.0億円

〈後期高齢者医療保険料〉（令和８年度一人当たり年額）

〈均等割額の軽減〉

所得割額
（総所得金額等－基礎控除額
43万円×所得割率 0.25％）

43万円＋10万円
×（給与・年金所得者の数－1） 以下

43万円＋31万円×（世帯の被保険者数）
＋10万円×（給与・年金所得者の数－1） 以下

43万円＋57万円×（世帯の被保険者数）
＋10万円×（給与・年金所得者の数－1） 以下

所得割額
（総所得金額等－基礎控除額
43万円×所得割率 9.79％）

＋

保険料
（年額）

子ども分
【限度額 2万1千円】 ＝

均等割額
1,320円 ＋

対象者の所得要件
（世帯主及び世帯の被保険者全員の

軽減判定所得の合計額）

医療分
【限度額 85万円】 ＝

均等割額
55,630円

27,815円／年

2割 44,504円／年

子ども分医療分

軽減
割合

軽減後の
均等割額

軽減
割合

軽減後の
均等割額

1,056円／年

7.2割 15,576円／年

5割

7割 396円／年

5割 660円／年

2割

（所得段階別介護保険料）

所得
段階

保険料
（年額）

1
世帯全員が
住民税非課税

生活保護受給者等
年金収入等82.65万円以下

24,900円

2
世帯全員が
住民税非課税

年金収入等
82.65万円超120万円以下

42,300円

3
世帯全員が
住民税非課税

年金収入等
120万円超

59,800円

4
本人非課税で
世帯内に課税者
がいる

年金収入等
82.65万円以下

78,600円

5
本人非課税で
世帯内に課税者
がいる

年金収入等
82.65万円超

87,300円

6
本人が
住民税課税

合計所得金額
120万円未満

104,800円

7
本人が
住民税課税

合計所得金額
120万円以上210万円未満

113,500円

8
本人が
住民税課税

合計所得金額
210万円以上320万円未満

131,000円

9
本人が
住民税課税

合計所得金額
320万円以上420万円未満

148,400円

10
本人が
住民税課税

合計所得金額
420万円以上520万円未満

165,900円

11
本人が
住民税課税

合計所得金額
520万円以上620万円未満

183,300円

12
本人が
住民税課税

合計所得金額
620万円以上720万円未満

200,800円

13
本人が
住民税課税

合計所得金額
720万円以上

209,500円

区　　　分

表中の「年金収入等」とは、「合計所得金額（年金収入に係る所得は
除く）＋課税年金収入額」のことを指します。
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項　　目 予算額（税込） 割合 説　　　明

収　　入 9億  771万円 100.0%

水道料金 6億2,865万円 69.3% 使用水量に応じて使用者からお支払いいただく料金

一般会計からの負担金 1億2,768万円 14.1% 収益的支出に対し、一般会計が負担する費用

長期前受金戻入 1億2,718万円 14.0% 建設費への補助金を耐用年数で振り分けたもの

その他 2,419万円 2.7%

支　　出 10億4,618万円 100.0%

原水及び浄水費 3億  563万円 29.2% 水源地や浄水施設の運転・維持管理にかかる費用

配水及び給水費 5,313万円 5.1% 水道管の維持管理にかかる費用

総係費 7,614万円 7.3% 水道事務にかかる費用（人件費を含む）

減価償却費 4億　494万円 38.7% 建設費を耐用年数で振り分けた費用

企業債利子償還金 1億1,773万円 11.3% 借入金に対する利子返済額

その他 8,862万円 8.5%

収入 - 支出 △1億3,847万円

項　　目 予算額（税込） 割合 説　　　明

収　　入 7億6,254万円 100.0%

企業債（借入金） 4億4,750万円 58.7% 建設費の財源として国などから借り入れる額

国庫補助金 667万円 0.9% 建設費の財源として国から交付される補助金

工事負担金 641万円 0.8% 水道施設の移設に対する原因者負担の費用

一般会計からの出資金 2億9,537万円 38.7% 資本的支出に対し、一般会計が出資する費用

その他 660万円 0.9%

支　　出 10億3,799万円 100.0%

建設改良費 4億9,435万円 47.6% 水道管や浄水場の建設改良にかかる費用

企業債元金償還金 5億4,363万円 52.4% 借入金に対する元金返済額

収入 - 支出 △2億7,544万円
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項　　目 予算額（税込） 割合 説　　　明

収　　入 10億9,806万円 100.0%

使用料収入 6億1,362万円 55.9% 汚水量に応じて使用者からお支払いいただく使用料

一般会計からの負担金 1億8,412万円 16.8% 収益的支出に対し、一般会計が負担する費用

長期前受金戻入 2億9,477万円 26.8% 建設費への補助金を耐用年数で振り分けたもの

その他 554万円 0.5%

支　　出 10億5,609万円 100.0%

処理場費 3億9,821万円 37.7% 処理場の運転・維持管理にかかる費用

総係費 9,090万円 8.6% 下水道事務にかかる費用（人件費を含む）

減価償却費 4億3,803万円 41.5% 建設費を耐用年数で振り分けた費用

企業債利子償還金 9,612万円 9.1% 借入金に対する利子返済額

その他 3,284万円 3.1%

収入 - 支出 4,196万円

項　　目 予算額（税込） 割合 説　　　明

収　　入 6億　861万円 100.0%

企業債（借入金） 3億7,570万円 61.7% 建設費の財源として国などから借り入れる額

一般会計からの補助金 2億　204万円 33.2% 資本的支出に対し、一般会計が補助する費用

国庫補助金 1,550万円 2.5% 建設費の財源として国から交付される補助金

その他 1,537万円 2.5%

支　　出 7億6,043万円 100.0%

建設改良費 2億　 32万円 26.3% 管きょや処理場の建設改良にかかる費用

固定資産購入費 274万円 0.4% 固定資産の購入に要する費用

企業債元金償還金 5億5,736万円 73.3% 借入金に対する元金返済額

収入 - 支出 △1億5,182万円
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